
分析レポート 
国内経済金融 

顧客とのつながり深める名古屋銀行のリテール戦略 

～住宅ローン推進と預かり資産業務を中心に～ 

寺林暁良・岡山正雄 
要旨 

名古屋銀行は、法人向け資金需要が弱含むなかで、個人リテールの推進に注力してお

り、特に住宅ローン推進ではローンアドバイザー、預かり資産業務ではファイナンシャルアド

バイザーを活用した営業活動を行うことによって実績をあげている。また、各職員のスキル・

ノウハウが継承・共有化される体制を強化することにより、持続的な成果につなげている。 

 

はじめに 

2008 年秋のリーマン・ショック以降、

資金需要は全国的に大きく低迷している。

特に、設備投資関連指標の弱含みが続く

なか、法人向け融資を増加させることは

難しい。このため、多くの金融機関が比

較的安定した需要を見込め、さまざまな

関連取引も期待できる個人リテールの推

進に注力している。 

名古屋銀行（以下、「当行」とする）は、

自動車産業など製造業の優良企業が多い

愛知県に本拠地を置き、法人向け貸出に

大きな優位性を持ってきた。しかし、当

県でも法人向けの資金需要の弱含みが続

いていることから、当行では個人リテー

ルの積極的な推進に向けた改革を進めて

おり、「法人取引と個人取引は車の両輪」

との意識が全行に根付いている。 

当行の個人リテールの取組みのなかで

も、目覚ましい成果をあげているのが住

宅ローン推進と預かり資産業務である。

当行では、10 年 3 月末の住宅ローン残高

が前年比 2.6％と増加した。また、投資

信託残高についても、相場変動要因もあ

るものの、同 15.0％の増加に成功してい

る。本稿では、これらを中心に当行の個

人リテールの取組みを紹介する。 

 

住宅ローン推進の概要 

愛知県では、借り換えを含め、住宅ロ

ーンの獲得をめぐって各金融機関の熾烈

な金利競争が行われている。周辺県と比

較すると市場規模の大きい当県では、近

隣県の金融機関が積極展開を行っている。

そのようななか、当県の 09 年度の着工新

設住宅数が前年度比▲29.2％の 54,453

戸となるなど、住宅市場は大きく弱含ん

でおり、近年競争はさらに激化している。 

こうした競争のなか、住宅ローン自体

の利鞘はそれほど大きくない。しかし、

当行は住宅ローンの推進に次の

ような重要性を見出している。

第 1

　図表1．名古屋銀行の概要
（単位：億円）

　　　　 　　　期　末
項　目 06年3月 07年3月 08年3月 09年3月 10年3月

預金合計 26,364 26,583 26,790 27,551 27,579

　　個人預金 17,138 17,370 17,865 18,383 18,831
貸出金合計 19,408 19,761 19,783 20,562 20,342
　　住宅ローン 4,920 4,792 4,789 5,234 5,372
投資信託残高 944 1,215 1,052 794 913
営業店舗数 111 111 110 110 110
期末職員数（人） 1,755 1,759 1,837 1,926 2,023

(資料）日経NEEDs-Financial Quest等から農中総研作成

 

に、住宅ローンはデフォ

ルトのリスクが相対的に低い。

特に愛知県は優良企業やその関

連・協力企業に勤務する顧客が

多く、数年でデフォルトすると
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いうことはほとんどない。また、与信管

理コストも法人に比べると小さい。 

第 2 に、住宅ローンは個人取引のメイ

ン

 

給

 LP の配置戦略と利便性向上 
拠点と

し

ー

め

② 渉外 LA の活躍 

宅ローン獲得で極め

て

ー

や

 LA の指導体制と推進体制 
推進のノ

ウ

を

受

営

業

はこの

ラ

化を図る柱となる。住宅ローンは、給

与振込口座の開設やクレジットカードの

発行、預かり資産販売など、長期に渡っ

てさまざまな波及効果を生むことが多い。

当行では、住宅ローンの獲得のため、

与振込口座指定、自己資金割合 20％以

上、エコ住宅の適用といった条件での金

利優遇や、行内審査で保証料不要のプロ

パーローンの推進なども行っているが、

特に①LP（ローンプラザ）の配置、②LA

（ローンアドバイザー）の活用、③LA の

指導・推進体制の強化、に大きな特徴が

ある。 

 

①

当行は、住宅ローンなどの推進

て県内に 8つの LP を設置している。 

当行が LP を配置する場所は、ハウスメ

カーなどの住宅展示場が近いことも条

件となるが、需要の深掘りが望める場所

であることが重視される。住宅ローンは

アフターフォローこそが重要なので、新

興住宅街ではなく、すでに当行が一定の

基盤を持ち、かつこれからも成長が見込

める地域であることが重要なのである。 

また、当行では LP の利便性向上にも努

てきた。 2008 年以降、LP 豊田（豊田

市）、LP 平針（名古屋市天白区）では土

日営業、LP 大高（名古屋市緑区）では日

曜営業を行っているほか、LP 以外の支店

でも年に 4 回「全店休日相談会」を開催

し、平日の来店が難しい顧客のニーズに

対応している。LP 豊田には決済機能も付

与しており、迅速な案件処理体制をとっ

ている。 

 

 
そして、当行の住

大きな役割を果たしているのが LA で

ある。特に渉外 LA は 8LP＋5 支店の 13 拠

点に総勢 30 名配置されており、毎月の住

宅ローン実行額の 6～7 割（約 40 億円）

は、渉外 LA 経由となっている。 

渉外 LA の主な業務は、ハウスメーカ

工務店などの業者への営業活動や住宅

ローンの事前案件の審査などである。渉

外 LA には 30 代の若手を中心に配属され

ているが、行動的で小回りの効いた対応

を行うことにより、業者から厚い信任を

得ている。 

 

③

当行は、LA の持つ住宅ローン

ハウを継承するため、若手 LA の指導を

推進体制のなかに組み込んでいる。 

若手の渉外 LA は、「先輩 LA」の指導

けながら、渉外活動などに関するノウ

ハウを学ぶ。そして、1～2 年でその LA

が「先輩 LA」となり、後任者の指導を行

う。これを続けることにより、ノウハウ

が次の LA へと受け継がれている。 

また、渉外 LA 経験者のなかから、各

ブロック（名古屋銀行全体で 4 ブロッ

ク）に 1 人ずつ、全部で 4 人の「グルー

プリーダー」が選出される。グループリ

ーダーは、各ブロックの LA 指導の総括や

大手業者に関する情報収集を行う取りま

とめ役を果たす。そして、本店には全LP、

全 LA の統括役として「プロジェクトマネ

ージャー」が配置されている。 

異例案件やトラブル案件の解決

インを通して行われ、迅速な対処や情

報共有につながっている。 

金融市場２０１１年３月号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35 
ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます

農林中金総合研究所

http://www.nochuri.co.jp/



また、全 LA が集まる「LA 会議」が月

に

宅ローンの展望 

アなどから換算し、

住

 

強

かり資産業務の概要 

といった従来

の

行窓

販

うななか、当行の特徴的な取り

組

①エリア FA と渉外担当者を活用した販

預かり資産販売は、何度かの変

遷

は渉外担当者が

行

預かり資産残高は月

20

の核を担

う

②アフターフォロー体制 

と異なり価格

変

1 度開催され、成功推進事例報告やト

ラブル報告が行われている。以上のよう

に、情報が共有されるしくみがあること

が、LA の活躍を支えている。 

 

住

当行は、地域シェ

宅ローン残高を年間 200 億円程度積み

上げていくことを目標としている。これ

まで住宅ローンは、月ごと・年ごとに獲

得額に変動があったが、平均的・安定的

に需要を探っていくことも重視している。

このために当行では LA のさらなる増

などを検討している。また、住宅ロー

ンは、クロスセルの柱としてとらえられ

ているため、顧客に対するきめ細かい対

応も一層推進する方針である。 

 

預

当行では貸出と預金獲得

業務のほか、手数料ビジネスである預

かり資産業務にも注力している。 

預かり資産のうち、投資信託は銀

が解禁された 1998 年から販売を開始

し、現在では顧客のニーズに合わせて、

投資対象やリスクの多様な商品を取り扱

っている。また、保険は 08 年の年金保険

取り扱いを皮切りに、現在では、終身保

険や第三分野の保険なども取りそろえて

いる。 

このよ

みとして、①エリア FA(ファイナンシ

ャルアドバイザー)と渉外担当者を活用

した販売体制 ②アフターフォロー体制 

③インターネット投信と積立投信の活用

を紹介したい。 

 

売体制 

当行の

を経て、現在ではエリア FA と渉外担当

者が主に担っている。 

当初、預かり資産販売

っていた。しかし、07 年の金融商品取

引法施行により、当行では同法へのより

適切な対応を行うことになった。そこで、

充分な法律や金融の知識を持った者を行

内や中途採用募集で集め、エリア FA とし

た。そして、店舗外ではエリア FA のみが

預かり資産販売を行い、渉外担当者は、

アフターフォローと解約受付などのみを

する体制とした。 

この体制により、

億円のペースで堅調に伸びていった。

このため、さらなる業務拡大に向けてエ

リア FA を増員することも一時検討され

た。しかし、販売からアフターフォロー

まで同じ職員が行うほうが顧客との接点

を重視できるという判断から、渉外担当

者に対して、エリア FA が充分な研修を行

い、10 年 4月から渉外担当者による預か

り資産販売を再開している。 

現在では、渉外担当者が販売

一方、30 名弱のエリア FA は、営業地

域10エリアを1エリア2～3名で担当し、

自ら販売をするとともに、渉外担当者と

取引先へ同行し、商品説明のフォローを

行ったり、渉外担当者に対して、販売に

必要な知識を研修したりしている。 

 

投資信託は、預金性商品

動により元本割れのリスクがあること

から、販売後いかにアフターフォローす

るかが各金融機関にとっての喫緊の課題
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である。 

当行では、10 年 4 月から、顧客へのア

フ

客

③インターネット投信と積立投信 

に、

イ

資信託の購買層は 60 歳代以上

が

直後から

行

預かり資産業務の展望 

高は 1,000 億

円

り

換

と、今後の課題と

な

売を担う

窓

 

とめ 

は、住宅ローン推進と預かり資

産

、

今

ターフォローを渉外担当者に義務付け

ている。これ以前にも、顧客が保有する

投資信託の残高や騰落率に応じて、アフ

ターフォローすべき訪問先リストを作成

し、本部から営業店へ情報提供を行って

いた。しかしながら、充分に対応できて

いたとはいえなかったため、特に訪問す

べき顧客を本部から指示し、対応結果を

システムに入力する仕組みに変えた。結

果、アフターフォローすべき顧客につい

ては、ほぼ全て対応できるようになった。 

このようなアフターフォローでは、顧

から、基準価額の下落に対する指摘が

されることもあるが、新たな情報の提供

や、現状を踏まえた提案を行うことで、

新規の投資信託の取引につながることも

あるそうだ。 

 

この他、新たな顧客層の獲得のため

ンターネット投信と積立投信を活用し

ている。 

現在、投

中心だが、インターネット投信は若年

層と壮年層を主なターゲットにしたもの

で、10 年 11 月から開始した。開始して

間もないが、1 月中旬時点で、40 歳～50

歳代を中心に 400 件ほどに申込があった。

取扱商品は従来のものに加えて、投資信

託に熟知した者が自身の判断で購入でき

るよう、ハイイールド債券投信やインド

株投信など、相対的にリスク・リターン

の高い商品も用意している。 

一方、積立投信は、窓販開始

っており、毎月少額から購入ができる

ことから、投信購入のきっかけとして位

置付けている。 

 

現在、当行の投資信託残

前後だが、今後も年に 150 億円程度伸

ばしていくことを目標としている。 

ただし、預金から預かり資産への乗

えを一律に進めるわけではなく、魅力

的な商品への潜在的なニーズを汲み取っ

たうえで、預かり資産販売を推進するこ

とを模索している。 

このような状況のも

るのが、渉外担当者への支援充実と窓

口 FA の養成である。現在渉外担当者から

は、よりきめ細やかに顧客対応をしたい

という意見が挙がっている。そのため、

エリア FA の増員も含めたバックアップ

体制の充実を検討している。 

また、窓口での預かり資産販

口 FA については、これまで商品知識に

担当者間で差があった。現在、エリア FA

が窓口 FA 向け勉強会を開くなどし、知識

やスキルの向上と平準化を図っている。

このように当行では、より充実した販売

体制に向けての取り組みが行われている。

 

ま

本稿で

業務を中心に、当行の個人リテール累

進について概観した。当行の取組みで注

目されるのは、LA や FA、渉外担当者など

がスキル・ノウハウを継承・共有化する

体制が整えられていることである。 

個人リテールに関する激しい競争は

後も続いていくと思われるが、個々の

担当者の能力向上に努め、顧客とのつな

がりを深める当行は、今後も持続的に成

果をあげていくものと思われる。 
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